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登壇 

 

井上：ご参加の皆様、大変長らくお待たせいたしました。これより、DUNLOP、住友ゴム工業株

式会社 2026 年 12 月期第 2 四半期決算説明会を開催いたします。本日の司会進行を務めさせてい

ただきます IR 室の井上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。初めに、本日の出席者

をご紹介させていただきます。代表取締役社長、國安恭彰でございます。 

國安：國安でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

井上：取締役常務執行役員、日野仁でございます。 

日野：日野でございます。今日はよろしくお願いいたします。 

井上：取締役常務執行役員、津崎正浩でございます。 

津崎：津崎でございます。よろしくお願いいたします。 

井上：執行役員経理財務本部長、荒木伸治でございます。 

荒木：荒木でございます。よろしくお願いいたします。 

井上：本日の発表は、弊社 Web サイト上に掲載しております資料に沿って行わせていただきま

す。会場でご参加の方には、決算短信、決算説明会資料、長期経営戦略 R.I.S.E. 2035 進捗報告の 3

点をお配りしております。本日は、初めに社長の國安より決算概要についてご説明の後、常務の日

野より決算内容の詳細についてご説明いたします。その後、國安より長期経営戦略 R.I.S.E. 2035

の進捗をご報告させていただきます。説明終了後、皆様よりご質問を賜りたいと存じます。それで

は、國安よりご説明させていただきます。 



 
 

 
 

 

國安：社長の國安でございます。初めに、この度の令和 8 年熊本地震により被災された皆様に心よ

りお見舞い申し上げるとともに、1 日も早く平穏な生活を取り戻されることを心からお祈り申し上

げます。本日はご多忙のなか、当社 2026 年 12 月期第 2 四半期決算説明会にご参加いただきまし

て誠にありがとうございます。私から当上期の業績概要と通期の業績予想についてご説明いたしま

す。 

スライドの 6 番をご覧ください。 

2026 年上期の当社グループの売上収益は、前年同期比 8%増の 6,198 億円となり、全社およびタイ

ヤ事業の双方で前年同期を上回り、過去最高を更新いたしました。全体のタイヤ販売本数は、前年

同期で横ばいとなりましたが、夏商戦の SYNCHRO WEATHER が好調であったことや、為替の円

安がプラスに寄与いたしました。この結果、売上収益は前年を上回る結果となりました。 

事業利益は、前年同期比 41%増の 398 億円となり、全社およびタイヤ事業の双方で前年同期を上

回りました。原材料単価上昇によるマイナス影響が想定を下回ったことに加え、コスト改善や経費

抑制の取り組みを着実に進めた結果、事業利益は前回公表も上回りました。 

営業利益は、前年同期比 41%増の 381 億円、中間利益は前年同期比 80%増の 259 億円となり、増

収増益を達成するとともに、前回公表も上回りました。 

続いて、2026 年度通期業績見通しについてご説明いたします。通期の売上収益は、前期比 10%増

の 1 兆 3,300 億円、事業利益は前期比 6%増の 960 億円を見込んでおります。売上収益について



 
 

 
 

は、数量増により前期を上回り、前回公表比では、価格転嫁と為替の効果により前回公表を上回る

見通しです。 

事業利益は、前期比で数量増により前期を上回るものの、前回公表比では数量減・構成悪化により

前回公表を下回る見通しとなりました。 

年間のタイヤ販売本数につきましては、市況にあわせて見直しを行っておりますが、当社は欧州・

北米市場ともに、業界を上回る水準を維持しております。 

国内の SYNCHRO WEATHER は、市場での認知度が確実に向上しており、販売は順調に推移して

おります。さらに、国内市場においては、今月より氷上性能に振り切ったスタッドレスタイヤ、

ICE Pro の販売を開始いたしました。DUNLOP のスタッドレスタイヤ、WINTER MAXX の新シリ

ーズとして 6 年ぶりの新商品投入となり、市場やお客様から高い関心をいただいております。

SYNCHRO WEATHER があらゆる路面を走行可能にしたことで、当社のスタッドレスタイヤは従

来の全方位の性能バランスからあえて舵を切り、氷上性能を限界まで追求いたしました。 

欧・米・豪における DUNLOP の拡販につきましては、販売網の拡大が着実に進んでおります。北

米の FALKEN WILDPEAK は、業界を上回る実績で推移しており、主力の WILDPEAK A/T4W は増

販を見込んでおります。 

 

続いて、スライドの 7 番をご覧ください。まず、26 年事業利益見込みの前回公表との差をサマリ

ーとしてご説明いたします。 



 
 

 
 

前回、中東情勢の悪化で、原材料価格の上昇影響が 220 億あるとご説明いたしました。その後、

年末にかけての全社影響を足元の状況を踏まえて見直した結果、220 億円に対する原価変動の追加

マイナスは 46 億円となる見込みで、これは追加値上げ等で吸収できる見込みです。 

しかしながら、中東情勢影響や北米の市況が引き続き低迷していることなどの外部要因による数量

減に加え、欧米における販売減による構成悪化により、業界平均は上回っているものの、数量・構

成他が公表比でマイナス 157 億円となる見通しです。この結果、前期比では増益となっておりま

すが、前回公表の事業利益 1,120 億円は 160 億円下回る 960 億円となる見込みです。 

 

スライドの 8 番をご覧ください。国内の主力製品であります SYNCHRO WEATHER についてご説

明いたします。夏タイヤとしての認知度が上がり、販売本数は上期で前年同期比約 5 倍に拡大いた

しました。3 月に商品ラインアップを 112 サイズまで拡大し、高インチ帯では計画を上回り、販売

拡大および構成改善に大きく貢献しました。この国内での成功モデルを土台に、2027 年度はいよ

いよ欧州・北米市場へと展開してまいります。 



 
 

 
 

 

スライドの 9 番をご覧ください。我々の冬需要期の商品戦略でございますが、今回、氷上性能に特

化した新商品 ICE Pro を発売いたしました。利便性で選ばれる SYNCHRO WEATHER と、凍結路

をよく走られるお客様向けに氷上性能を追求した ICE Pro で、それぞれ異なるニーズにお応えして

まいります。降雪エリアでも SYNCHRO WEATHER の販売は拡大しており、DUNLOP 独自の品ぞ

ろえで冬需要を広くカバーし、顧客満足度の向上につなげてまいります。 

 



 
 

 
 

スライドの 10 番をご覧ください。欧州の上期実績と下期の取り組みです。 

DUNLOP はオフテイク品の立ち上げに苦戦して、上期では 1―2 月の減少が大きく、計画比 77%

となりました。一方で、販路拡大は順調で、新規アカウントは 1,000 件超、そしてイタリア・スペ

インの大手卸との戦略提携も実現いたしました。 

新商品の BLUE RESPONSE TG は、雑誌評価で最高評価を獲得いたしました。さらにドイツで

は、BRV AWARD で金賞を受賞いたしました。これはドイツの小売業界で最も優れたパートナー

として評価される賞です。まさに DUNLOP が現地からの信頼を得始めた証だと考えております。 

これらの技術と信頼を武器に、特に下期は新商品 BLUE RESPONSE TG とウインタータイヤの拡

販、そして値上げの浸透に注力してまいります。そして、FALKEN を含めまして、年間では市場

平均 94%を上回る 127%の販売を計画し、収益改善を目指してまいります。 

 

スライドの 11 番をご覧ください。次に、北米についてです。FALKEN は収益基盤を守り、上期の

業界需要 92%を上回る 94%の販売を達成いたしました。DUNLOP は受注件数が大幅に拡大し、大

手の Web 小売りの性能評価でも、Excellent という評価を獲得しています。下期は、BLUE 

RESPONSE A/S のサイズ拡大、FALKEN WILDPEAK のラインアップの拡充、そして DUNLOP の

新商品 GRANDTREK HLX の年内上市を予定しており、この新商品を軸に、北米事業全体の成長を

加速してまいります。 



 
 

 
 

 

スライドの 12 番をご覧ください。総原価低減プロジェクト、Project ARK の進捗です。本プロジ

ェクトは、部門横断、DX/AI 活用、そして TPS による無駄の見える化の三つの掛け合わせで効果

を生み出しています。2027 年末までの累計 300 億という目標に対して、現時点で 295 億の目途付

けが完了いたしました。前回公表に対して、通期の織り込み額として今回 23 億円を新たに積み上

げし、合わせて 118 億円とし、3 年累計は 262 億円から 295 億円へ前進しております。子会社、

拠点の統廃合や AI 活用による開発リードタイムの短縮などの施策を着実に効果へと結実してまい

ります。 



 
 

 
 

 

スライドの 24 番をご覧ください。2026 年の通期の業績見通しは、前期比で増収増益であり、売上

収益は前回公表を上回るものの、事業利益と営業利益は前回公表を下回る見通しです。一方、当期

利益は前回公表を据え置きいたしております。 

売上収益は、前回公表から 100 億円増、前期比 10%増の 1 兆 3,300 億円、事業利益は前回公表か

ら 160 億円減、前期比 6%増の 960 億円、営業利益は前回公表から 110 億円減、前期比 8%増の

890 億円、当期利益は前回公表どおり、前期比 9%増の 550 億円でございます。また、2026 年下

期の業績見通しは、前期比で増収減益であり、売上収益の前回公表を上回るものの、事業利益、営

業利益、当期利益ともに前回公表を下回る見通しです。 

下期は原材料価格上昇によるマイナスと、将来の成長に向けた費用を見込んでおり、それを価格、

数量・構成、為替で打ち返すものの、全てのマイナスをカバーすることができないことから、前期

比減益の予想となっております。 



 
 

 
 

 

スライドの 38 番をご覧ください。2026 年の中間配当は、前回公表どおり 42 円といたします。期

末配当についても、前回公表どおり 42 円とし、年間配当は 84 円とさせていただく予定です。本

年 2 月に発表しました配当予想を据え置きといたしました。 

以上で私からの説明を終了させていただきます。ありがとうございました。 

井上：続きまして常務の日野より、決算の詳細についてご説明させていただきます。 

 



 
 

 
 

日野：日野でございます。本日は弊社決算説明会にご参加いただき、誠にありがとうございます。

また、日頃よりステークホルダーの皆様には多大なるご支援を賜り、心より御礼申し上げます。そ

れでは、26 年上期の決算内容についてご説明いたします。 

スライド 13 ページをご覧ください。26 年上期の連結業績は青枠内のとおりです。売上収益は

6,198 億円、事業利益は 398 億円、営業利益は 381 億円、中間利益は 259 億円となりました。売

上収益は増収となり、利益についても全ての項目で増益となりました。事業利益率は前年同期の

4.9 から 6.4%へと上昇し、前回予想を上回る結果となっております。 

 

続いて、スライド 15 ページをご覧ください。セグメント別の売上収益と事業利益についてご説明

いたします。上期実績は青枠内のとおりです。 

まずタイヤ事業です。売上収益は前年同期比 109%の 5,344 億円、事業利益は前年同期比 154%の

341 億円となりました。販売本数はおおむね前年同期比並みでした。一方で、原材料価格の低下、

昨年の値上げ効果、プレミアムタイヤ比率の上昇、ならびに円安効果が寄与し、増収増益となりま

した。 

次に、スポーツ事業です。売上収益は、前年同期比 103%の 667 億円、事業利益は前年同期比 93%

の 38 億円となりました。ゴルフ事業では、韓国におけるゼクシオ 14 の初期投入や、円安効果が

寄与いたしました。またテニス事業では、北米および欧州を中心に販売が好調に推移し、増収とな

りました。一方、利益面では、主要市場である国内および北米でゴルフ事業の販売が減少した影響

により、前年同期比では減益となりましたが、前回公表の予想値を上回る結果となっております。 



 
 

 
 

産業品他につきましては、売上収益は前年同期比 97%の 187 億円、事業利益は前年同期比 94%の

19 億円で減収減益となっております。売上収益は、主に建築事業における大型案件の減少に伴う

販売減が影響いたしました。製品構成悪化に加え、手袋事業における中東情勢を背景とした原材料

価格高騰が影響し、減益となりましたが、前回公表値は上回っております。 

 

次に、スライド 18 ページをご覧ください。タイヤ事業における地域別事業利益の推移です。 

欧州・中近東・アフリカでは、欧州市況が低迷するなか、DUNLOP ブランドの拡販に取り組みま

した。また、需要が高まっているオールシーズンタイヤの拡販も進めた結果、6 億円の黒字となり

ました。 

アジア・大洋州では、中国の市販市場での販売プロモーションが寄与した結果、24 年の水準まで

回復いたしました。日本では、需要が好調な市販市場において販売本数を着実に伸ばしました。さ

らに、昨年値上げの効果や、SYNCHRO WEATHER をはじめとするプレミアム商品の拡販による

構成改善も寄与し、前年同期を大きく上回りました。 

米州では、年初の悪天候による市況悪化の影響を受けました。加えて、低価格品のシェア拡大が続

いており、価格環境の悪化や競争激化の影響を受けております。 



 
 

 
 

 

スライドの 19 ページをご覧ください。上期事業利益の前年同期からの増減要因分析です。 

まず、原材料についてです。昨年下期以降、一部の原材料価格が下落傾向にあったことに加え、調

達コストの抑制に取り組んだ結果、前年同期比でプラス 154 億円となりました。 

価格については、国内外で値上げを実施しました。一方で、一部の地域では市況を踏まえた値下げ

対応も行ったため、プラス 8 億円となりました。 

数量・構成他については、プレミアムタイヤの販売本数増加による構成改善がありました。しか

し、タイヤ関税の影響が大きく、マイナス 13 億円となっております。 

直接原価は、トルコおよび国内工場での人件費増加などにより、マイナス 33 億円となりました。 

為替は円安で推移したことから、プラス 64 億円となりました。 

経費は、主に欧州における DUNLOP ブランドの拡販のための費用が増加し、マイナス 45 億円と

なりました。 

以上の結果、タイヤ事業全体では 119 億円の増益となりました。これにスポーツ事業のマイナス 3

億円、産業品他のマイナス 1 億円を加えた全社合計では、115 億円の増益となっております。 



 
 

 
 

 

スライドの 20 ページをご覧ください。連結損益計算書のうち事業利益以下の項目についてご説明

いたします。前年同期比で増減が大きかった項目を中心にご説明いたします。まず丸 4 の金融収益

です。主に増減要因は、トルコのインフレ調整影響による正味貨幣持高に係る利得が 60 億円減少

したことでございます。次に、丸 5 の金融費用です。上期を通じて円安傾向で推移したことから、

為替差損が 126 億円減少しております。 

 



 
 

 
 

スライド 21 ページをご覧ください。連結バランスシートの状況です。資産合計は 1 兆 5,122 億円

となりました。前期末比では全体で 522 億円の増加です。主な要因は、年初から開始しました欧

州での DUNLOP ブランド販売に伴い、在庫が増加したことでございます。自己資本比率は 49.9%

となり、前期比で 0.9 ポイント上昇しております。 

 

スライド 24 ページをご覧ください。通期の連結業績予想です。 

青枠内のとおり、売上収益は前期比 110%の 1 兆 3,300 億円、事業利益は前期比 106%の 960 億円

を見込んでいます。営業利益は前期比 108%の 890 億円、当期利益は前期比 109%の 550 億円とい

たしました。 

前回予想との比較では、値上げや円安効果により、売上収益は増収となる見通しです。一方で、原

材料価格の高騰の影響などにより、事業利益、営業利益は減益となる見込みです。当期利益につき

ましては、前回の予想から変更はありません。 



 
 

 
 

 

スライド 26 ページをご覧ください。通期のセグメント別売上収益ならびに事業利益の予想でござ

います。前期比では、タイヤ、スポーツ、産業品他、全ての事業で増収増益を見込んでおります。 

 

スライド 27 ページをご覧ください。下期事業利益の前年同期からの増減要因分析です。 

まず原材料については、中東情勢悪化による価格高騰の影響を受け、マイナス 165 億円を見込ん

でおります。 



 
 

 
 

価格につきましては、国内外の値上げ効果によりプラス 42 億円を見込んでいます。 

数量・構成他につきましては、タイヤ関税によるマイナス影響が大きく出る見通しです。一方で、

欧州における DUNLOP ブランドの販売本数増加や、プレミアムタイヤ拡販による構成改善を見込

んでおります。これらを踏まえまして、数量・構成他はプラス 103 億円の予想です。 

直接原価は、Project ARK の効果を取り込み、プラス 12 億円を見込んでいます。 

固定費は、主にトルコでの人件費上昇の影響によりマイナス 35 億円の予想です。 

為替は、足元の円安傾向を加味し、プラス 72 億円と見ています。 

経費につきましては、北米工場閉鎖によるプラス効果がある一方、欧・米・豪での DUNLOP ブラ

ンド拡販対策費用や、DX 関連費用が増加する見通しです。このため、経費はマイナス 116 億円を

見込んでおります。 

以上の結果、タイヤ事業全体では 89 億円の減益を見込んでおります。これにスポーツ事業のプラ

ス 20 億円、産業品他のプラス 5 億円を加え、全社合計では 63 億円の減益を予想しております。 

 

スライド 28 ページをご覧ください。年間の事業利益について全期間の増減要因を分析したもので

ございます。先ほどご説明しました上期および下期の増減分析を合計した内容となります。前期の

事業利益 908 億円に対し、当期予想は 960 億円です。この結果、年間では 52 億円の増益を見込ん

でおります。 



 
 

 
 

 

スライド 30 ページをご覧ください。タイヤの販売本数の前年同期比の推移です。 

まず、スライド中央の青枠の下側をご覧ください。4 月から 6 月の販売本数は 2,425 万本となり、

前年同期比では 102%となりました。内容を市場別に見ていきますと、国内新車は中東情勢悪化に

よる OE メーカーの減産影響もあり、99%となりました。国内市場は販売が順調に推移し、業界需

要の伸びを上回り、108%となりました。 

海外新車は、欧州・中国・タイなどの販売本数が伸び悩み、97%となりました。 

海外市場は全体で 103%となりました。地域別では、北米 92%、欧州 127%、アジア 103%、その

他 92%です。北米では、市況環境の影響を受け、販売本数が減少しました。欧州では、今年から

開始した DUNLOP ブランドの販売により、本数が大幅に増加しております。アジアのうち中国で

は、足元の経済環境が芳しくないなかでも、販売プロモーションの効果により販売本数を伸ばして

おります。 

続きまして、年間販売本数です。右側の青枠の下側に記載のとおり、年間では 9,985 万本、前年比

2%の増加を見込んでいます。市場別では、まず国内新車は前期比 103%です。中東情勢悪化による

OE メーカーの減産影響は下期に挽回されると見込んでいます。国内市販では、引き続き

SYNCHRO WEATHER を中心として、高収益なプレミアム商品の拡販に注力します。販売本数は

前期並みとなる見込みです。 



 
 

 
 

海外新車は、欧州や北米の市況悪化に加え、中東向け車両の出荷停止などの影響もあり、前期比

97%なる見込みです。 

海外市販は全体で前期比 105%の見通しです。地域別では、北米 98%、欧州 127%、アジア

101%、その他 93%を見込んでおります。下期は、北米および欧州において DUNLOP ブランドの

販売をさらに強化し、販売数量の回復に努めてまいります。 

 

スライド 31 ページをご覧ください。カテゴリ別に見たタイヤ販売本数の前年同期比でございま

す。青枠内の 26 年 1-6 月の実績をご覧ください。構成費のうち、当社が注力しているプレミアム

タイヤの構成比は、乗車用タイヤの 47%となりました。前年同期比では 2 ポイント上昇してお

り、年間では 50%まで上昇すると予想しております。 



 
 

 
 

 

スライド 34 ページをご覧ください。キャッシュ・フローの推移です。1 月から 6 月の営業キャッ

シュ・フローは 375 億円のプラスとなりました。一方、投資キャッシュ・フローは、高インチサ

イズへの置換投資や、In-House New Factory 関連投資などにより、451 億円のマイナスとなりま

した。この結果、フリーキャッシュ・フローは 75 億円のマイナスとなっております。 

 



 
 

 
 

スライド 37 ページをご覧ください。タイヤの設備稼働率、ならびに生産量の推移です。表の一番

右側に記載しております 26 年の年間生産量予想は 53.4 万トンです。前回公表より 2.9 万トン生産

量が減少しておりますが、これは In-House New Factory による設備入れ替えが進んでいるためで

ございます。一部の設備の停止を伴うため、生産量が減少しておりますが、あわせて生産能力も一

時的に低下するため、稼働率については前回の公表から変更はございません。 

 

最後に、スライド 38 ページでございます。株主還元施策につきましては、先ほど國安よりご説明

したとおりでございます。 

以上で私からのご説明を終了いたします。ありがとうございました。 

井上：続きまして國安より、長期経営戦略 R.I.S.E. 2035 の進捗についてご説明いたします。 



 
 

 
 

 

國安：あらためまして、國安でございます。これより、長期経営戦略 R.I.S.E. 2035 の進捗をご報

告いたします。昨年の 3 月に公表いたしまして、その掲げた計画がしっかり着実に進んでいるかに

ついてご報告させていただきたいと思います。 

スライドの 2 ページにつきましては、本日お話しする内容を書いております。この内容に準じてご

説明してまいります。 

 



 
 

 
 

スライドの 3 をご覧ください。以前もご説明しておりますが、R.I.S.E. 2035 は 10 年を三つのステ

ージに分けております。特に足元の 2025 年から 2027 年は、DUNLOP をさらに強くするフェーズ

です。この土台の上に、2028 年以降の飛躍、そして持続可能な事業体質の実現へとつなげていっ

ております。 

 

スライドの 4 番をご覧ください。まずは全社の収益力です。 

私たちは 2027 年の事業利益率 10%達成に向け、活動を進めております。これから三つの領域に注

力してまいります。まず一つ目は、プレミアムタイヤを軸とした収益拡大、二つ目は安定的な利益

の確保、三つ目が Project ARK による総原価低減です。 

Project ARK では、2027 年末までに累計 295 億円の原価低減を見込んでおります。また、革新設

備の導入により高採算品を年 25 万本増産し、限界利益ベースで年間数十億規模の収益貢献を狙っ

てまいります。いずれも計画どおりに進捗しております。後ほどご説明いたします。 



 
 

 
 

 

続いて、スライドの 5 番をご覧ください。ここからは、成長戦略についてお話しさせていただきま

す。まずは、タイヤ事業についてです。こちらのロードマップは、昨年公表した長期経営戦略

R.I.S.E. 2035 の資料から引用しておりますが、こちらでお示ししている取り組みを着実に進捗させ

ることが、昨年、今年とできました。 

 

スライドの 6 番をご覧ください。 



 
 

 
 

先ほどの全体像の中で、我々の鍵となる取り組みは三つでございます。一つ目はブランド、二つ目

は技術での差別化、三つ目は開発生産体制です。最大の収益エンジンは、欧米プレミアム市場の成

長です。ブランドは DUNLOP ブランドの確立と、新しく 3 ブランド戦略で全レンジをカバーしつ

つ、ブランド価値向上に貢献していきます。 

二つ目の技術は、アクティブトレッドをさらに進化させていきます。三つ目の開発生産体制につい

ては、開発プロセスを変革し、さらに In-House New Factory で生産革新を遅れなく進めてまいり

ます。これらの掛け合わせで成長を加速させてまいります。 

 

スライドの 7 番をご覧ください。ここからは、そのコアとなる 3 ブランド戦略についてお話をしま

す。私たちはこれを、Multi Pathway Strategy と呼びます。単に複数のブランドを持つのではな

く、お客様一人一人のニーズに最適な価値提案と、それに続く道筋を提供し続けることがポイント

です。国、地域、用途ごとに最適な顧客接点を築き、そこを起点として上の Tier にアップセルを

進め、お客様のご要望に寄り添っていく考え方です。 

その土台となるのが、欧米で培った FALKEN という強い Tier2 のブランドです。この確かな基盤

にプレミアムを担う DUNLOP、そしてエントリーブランドでは外部リソースを活用し、利益を出

せるオフテイク商品を加え、Tier1 から Tier3 までの全レンジをカバーする強い体制を構築いたし

ました。この体制でアップセルを進め、ブランド価値を高めていきたいと考えております。 



 
 

 
 

 

スライドの 8 番をご覧ください。 

まずは欧州です。欧州でマルチブランドが有効な理由は三つあります。一つは、国別に市場特性が

異なること。二つ目が、ディーラーが複数ブランドの取り扱いを歓迎すること。三つ目が、価格重

視へと顧客が多様化していることです。各市場の需要構造に合わせ、DUNLOP、FALKEN、そして

新しく導入する PNEUMANT のブランドと商品構成を最適配置し、需要の最大化に取り組み、プ

レミアム化も進めてまいります。 



 
 

 
 

 

スライドの 9 番をご覧ください。続いて北米です。 

北米の戦略の要は、FALKEN で築いた強固な事業基盤に、DUNLOP のプレミアムを積み上げるこ

とです。WILDPEAK を持つ FALKEN は、Tier2 のトップカテゴリーとして独自ポジションを確立

しています。また、自動車メーカーとのつながりも強みです。この FALKEN の販売基盤を生か

し、DUNLOP の取引件数は 1 クォーター時点から約 2 倍と取扱店も大幅に増加いたしました。大

外径への増産投資や、北米のテクニカルセンター強化を進め、2030 年までにオールシーズンタイ

ヤ、そしてオールウェザータイヤから超高性能スポーツタイヤまで、アクティブトレッド搭載の新

商品をそろえてまいります。 



 
 

 
 

 

スライドの 10 番をご覧ください。三つの鍵の中の二つ目、技術についてです。 

アクティブトレッドは、路面や環境に応じてゴム自らが性質を変える当社の独自技術です。これを

応用範囲の広い次世代配合技術プラットフォームと位置付けております。今後は水温度スイッチを

さらに進化させ、加えて、第 3 第 4 のスイッチを開発し、オールシーズンタイヤから超高性能スポ

ーツタイヤ、4×4 用タイヤまで広げる計画は順調に進んでおります。 

そして、そのアクティブトレッドの価値は、社会課題解決に対しても貢献する力を秘めています。

これこそが、ゴム起点での未来をひらくイノベーションのコアとなると考えています。そして最終

的には、次世代スイッチで自動運転社会に大きく貢献していきたいと考えております。 



 
 

 
 

 

スライドの 11 番をご覧ください。 

その進化を支えるのが、DUNLOP 独自の研究開発基盤です。兵庫県にある SPring-8 や、東北大学

の NanoTerasu といった最先端分析施設のデータを高度化した当社の研究開発基盤で、価値化を

進めております。さらに、NEC 様との AI 開発により、配合レシピの設計期間を最大 95%削減でき

るところまで、研究開発基盤を高度化することができました。これにより、アクティブトレッド進

化を加速させ、さらなる新領域の価値を創出してまいります。 



 
 

 
 

 

スライドの 12 番をご覧ください。三つ目の鍵、開発生産体制です。開発の効率も大きく向上いた

しました。当社独自の AI シミュレーション、SDI プロセスや SDI プラットフォームを活用し、開

発キャパを 24 年対比で約 1.3 倍に拡大いたしました。既に BLUE RESPONSE TG、そして今回の

スタッドレス ICE Pro の開発に適用済みであります。設計技術と開発プロセスの両面から変革を進

め、2028 年には開発スピードを 1.5 倍へ拡大し、精度とスピードの両立を進めていきます。 

 



 
 

 
 

続いて、スライドの 13 番をご覧ください。開発を現地で担う海外テクニカルセンターの強化は計

画どおりに進行中です。欧州では、プレミアム OE からの RFQ、すなわち見積り件数が約 3 倍、

中国では約 1.5 倍に増加しており、開発もスタートすることができました。プレミアム OE メーカ

ーへの参入に着実につなげてまいります。 

 

スライドの 14 番をご覧ください。次に、生産体制についてです。日本・タイ・インドネシアの各

拠点で新しい製造システムの導入が計画どおりに進んでおります。中でもタイ工場の革新設備、

SUN-TITAN SYSTEM は稼働を前倒しに進めております。その量産機による試作第 1 号の

WILDPEAK を本日会場の後方に展示しております。高採算品の増産を着実に収益へとつなげ、プ

レミアム商品の供給力を計画どおりに強化してまいります。 



 
 

 
 

 

スライドの 15 番をご覧ください。これらの技術と開発生産体制を商品として着実に市場投入して

まいります。BLUE RESPONSE TG や ICE Pro など、新商品は計画どおりに発売することができま

した。性能も大幅に向上しております。これからアクティブトレッド技術を武器に、プレミアム比

率を 2025 年の 47%から 2030 年には 60%へ引き上げてまいります。このプレミアム化は確実に前

へ進んでおります。 

 



 
 

 
 

スライドの 16 番をご覧ください。プレミアム商品の販売拡大計画です。2025 年の実績を起点に、

本数の伸びを示しております。2030 年に向け、北米は SUV ピックアップ用タイヤを 1.4 倍に、欧

州はオールシーズンタイヤを 4.5 倍に拡販していきます。地域ごとの需要特性に最適な商品を投入

し、欧米でのプレミアム拡販を計画どおり着実に進めております。 

 

スライドの 17 番をご覧ください。こうしたプレミアム商品の拡大を力強く後押しするのが、ブラ

ンド価値の向上です。私たちは欧米を重点領域として、ブランドの強化に取り組んでおります。モ

ータースポーツ、テニスやゴルフ、各トッププレーヤーが生む感動、これらを通じて挑戦を象徴す

るグローバル・プレミアムブランドとして、顧客接点を広げてまいります。この好循環によって、

事業の成長をより確かなものにしてまいります。 



 
 

 
 

 

スライドの 18 番をご覧ください。ここからは、タイヤ以外の成長領域についてご説明いたしま

す。 

まずはセンシングコアです。タイヤの状態をデータで捉えるこの技術は、提供価値が理解され、採

用が着実に拡大しております。車輪の脱落予兆の検知は、昨年のいすゞ自動車様の GIGA に続い

て、本年 7 月より、同じくいすゞ自動車様の ERGA へ標準搭載されました。年内にさらに 2 モデ

ルへの採用が決定しています。 

加えて、海外自動車メーカーの商用 EV には、タイヤ荷重検知を世界で初めて搭載することができ

ました。路面状況の検知も、モータースポーツで実証実験を進めております。安全機能で実績を積

みつつ、機能拡充と採用拡大を同時に進めてまいります。 



 
 

 
 

 

スライドの 19 をご覧ください。続いては、フリートマネジメントです。 

この事業は、実績で足元を固め、AI で対象を広げる考え方で進めておりますが、国内のフリート

マネジメント、Eco Smart Plan を進化させ、現在累計 2 万台のご契約で収益基盤を確立しており

ます。本ビジネスを広げながら、今後は車両データと Viaduct の AI を掛け合わせ、見守りから予

知保全へ広げていきたいと計画しております。北米では、故障予知に加え、対処提案まで踏み込ん

だサービスを Viaduct AI で実証実験中です。物流やレンタカーなど、複数社と契約交渉を現在進

めております。 



 
 

 
 

 

スライドの 20 番をご覧ください。産業品その他事業です。国内トップシェアを築いた技術を基盤

に、アジア・欧米で高付加価値商材の拡販を進めてまいります。海外事業利益は 2030 年に 2 倍を

計画しており、4 年連続の増益の見込みで、着実に R.I.S.E. 2035 を推進してまいります。 

 

スライドの 21 番をご覧ください。スポーツ事業です。プロが証明した性能を起点に、ブランド価

値の向上とファン層の拡大へつなげてまいります。ゴルフでは、欧米プロの使用拡大と勝利を追い



 
 

 
 

風に、アイアンの販売が好調です。SRIXON は 2021 年対比で 290%の伸びを見込み、グローバル

トップ 3 メーカーへ着実に前進しております。テニスは、ボールの ATP 使用率 No.1 の実績をもと

に、2030 年でボール販売のシェア No.1 を目指しています。加えて、第 3 の柱として e スポーツ

も取り組んでまいります。 

 

スライドの 22 番をご覧ください。Project ARK についてです。私たちは 2028 年以降も、あらた

めて 300 億円の利益貢献にチャレンジしてまいります。2028 年から 2030 年にかけて、新たに累

計で積み上げを目指します。原材料費の削減や、開発リードタイムの短縮、これらの継続に加え、

In-House New Factory の成果刈り取り、新しく導入した ERP を活用した原価の改善、さらにブラ

ンド価値向上によるバリューアップの数値化などに取り組んでまいります。多面的な取り組みで次

の成長を支えていきたいと思います。 



 
 

 
 

 

スライドの 23 番をご覧ください。その一例として、Viaduct AI を活用した AI 故障予知・原因究明

ソリューションをご紹介したいと思います。 

この取り組みは、自社の原価低減活動としてスタートいたしました。宮崎工場の実証実験では、

Viaduct AI の活用で保全業務の時間を約 45%、設備故障等の原因の分析業務の時間を約 80%削減

することが確認できました。これを当グループ内に展開し、さらなるコスト削減に取り組んでまい

ります。加えて、設備故障の原因究明等は製造業の共通の課題ですので、外部への販売機会の検討

も進めていきたいと考えております。 

以上、本日は R.I.S.E. 2035 の進捗を事業ごとにご説明してまいりました。新たな成長領域、そし

てプロジェクトワーク、一つ一つの挑戦が、確かな手応えとなって現れてきていると感じておりま

す。この歩みを緩めず、R.I.S.E. 2035 を着実に推進してまいります。ご清聴ありがとうございまし

た。 

  



 
 

 
 

質疑応答 

 

井上 [M]：それでは、これより皆様からのご質問をお受けしたいと思います。会場でご参加の方、

オンラインでご参加の方、交互に指名させていただきます。まず会場の方からご質問を承ります。

ご所属の会社名とお名前の後にご質問をお願いいたします。恐れ入りますが、時間の都合上、ご質

問はお 1 人様 2 問までとさせていただきます。それでは、最前列の真ん中の方お願いいたします。 

坂牧 [Q]：Bank of America の坂牧です。今日はありがとうございます。私から 1 点目が今期のと

ころでして、資料の 29 ページ目を拝見しております。従来と比べると、数量・構成が一番下方修

正の原因になっているかと思います。その次のページですと、北米で一番、本数を落とされている

かと思います。あらためて足元で何が起きてきているのか。 

外から見ていますと、Tier2、Tier3 の方が中東戦争以降、値段をずっと下げてこられて、御社も多

分 7 月に入ってもうちょろっとだけ下げているようにも、FALKEN ブランドの値段が見えてきて

います。一方で Tier1 さんは着実に値段を上げているような、二極化しているようにも見えていま

すので、マーケットで何が起きていて、今回のこういう修正になられていて、下期にかけて、まだ

一応増やされていくという方向ですけれど、ここは本当に確からしさというか、大丈夫なのかを確

認させていただければと思います。 

國安 [A]：ご質問ありがとうございます。私から簡単に説明させていただきます。今、北米で起き

ているのは、やはり 1 月、2 月は寒波による販売の不振、そして 2 月後半から中東情勢によるガソ

リン価格の上昇によって、販売に関しては非常に軟化しております。北米の市場においては、やは

り Tier1 から Tier2、Tier3 を選ぶお客様が増えているのは認識しております。 

そういう状況の中で、我々FALKEN については、残念ながら 4 月に値段の見直しをやっておりま

すが、そこで数量の減というのは、市場の減速よりも何とかこらえているというのが現状です。価

格につきましては、我々の認識では、Tier1 のメーカーさんもなかなかこの軟調の市況のなか、値

段を上げられていない。この原材料は、我々だけじゃなくてどのメーカーにもネガとして乗っかっ

ているんですけれども、それに対してなかなか値段が上げられていなかったというのが現状です

が、今年下期になって各メーカーが値上げの動きをしているということで、我々も値上げを進めて

いくということで、Tier3、Tier4 に値段が引きずられるのではないかというとこについては、ある

一線の我慢はできたかなと考えております。 



 
 

 
 

中東情勢は注意深く見守っているんですけれども、この市況が下期もずっと続くとは見ておりませ

んので、その回復は多少あるであろうと考えておりますし、我々新商品の DUNLOP の

GRANDTREK HLX という商品も投入しますし、WILDPEAK のサイズレンジの拡大等も行っていき

ますので、そこに対して本数は前期ほど落ちないと考えております。もし補足があれば、津崎から

お願いします。 

津崎 [A]：上期は特に 1-3 月は降雪の影響、それから中東情勢の影響を受けまして、かなり市況は

悪かったですけど、6 月にようやく市況が対前年を超えてきまして、在庫調整も少し緩和されてき

たかなと市況は見ております。 

私どもとしましては、WILDPEAK のサイズ拡大、OE への納入、また大型 WILDPEAK の増産、キ

ャパシティの増産、あるいは DUNLOP の新商品、春に発売しました商品の BLUE RESPONSE 

A/S のサイズ拡大が約 2 倍になることと、年内にさらにもう一段の新商品ということで、立て続け

に施策を打っていく形でございます。今は取引件数も大きく増えてまして、そこにそういった施

策、新商品も載せていけると考えています。 

また昨年は下期に少しイレギュラーがございまして、対前年という意味では、今年はプラスに働

く、十数万本ですね、ところもございまして、そういったところから下期の計画になっています。

若干強めに対前年という部分ではなっていますが、十分狙っていける数字だと考えております。以

上です。 

坂牧 [Q]：わかりました。ありがとうございます。2 点目は業績でして、新しく見直された計画の

リスクオポチュニティですね。価格が本当にこの 2Q で下がったのが 4 クォーターに持ち直せるの

かなというか、原材料とかは足元は若干高くなっている等はあるんですけど、経費にバッファーが

あるようにも見えますので、リスクオポチュニティ、どんなところを考えておけばよくて、この数

字をもし発射台として考えた時に、来期はどこまで今見えてきているのか。 

お話をお伺いしてると、ヨーロッパでもディーラーさんがうまく取れて、Project ARK も前倒し

で、タイの SUN-TITAN も入っていくとなると、従来、一応 10%以上というのを利益率で 27 年、

1 年前ですかね、説明会の時に掲げられたかと思います。今、こういった状況を踏まえて、どれく

らいを来期に期待できるように従来と比べて変わってきて、上乗せが期待できるような状況だった

りするのか、補足があればお願いします。 

國安 [A]：ありがとうございます。私から来期の意気込みという話をして、詳細は日野から説明し

てもらいます。まず、我々は R.I.S.E. 2035 で、2027 年に事業利益率だけでいきますと 10%いくと

いう計画を立てておりました。それは 25 年の 3 月ですけれども、そこから関税がかかり、今年は



 
 

 
 

中東情勢影響があるということで、非常にアゲインストの風を受け続けておりますけれども、27

年に向けては、これらの中東情勢の市況は一段落するであろうと思っていますし、関税については

打ち返しをしっかりやってきました。まだ完全には打ち返し切れてはいないですけれども、その部

分は Project ARK の前倒し等でしっかりと刈り取るということで、まだ来年の計画等は立てていな

いですが、R.I.S.E. 2035 の目標は変えないということで進んでいきたいと思っています。詳細は日

野からお願いします。 

日野 [A]：まず、今年のオポチュニティですけども、基本的には前回ご説明した時からは、あの時

は原材料価格のマイナス影響だけを織り込ませていただいて、下期は当初、据え置きという形で、

その後、きちっと社内で足元の状況を見ながら予算の見直しをしました。その結果が今回、お出し

している、特に 27 ページにあります下期の状況です。 

結果的には、原材料につきましても、当初よりはマイナスがやっぱり出てしまうというところ、あ

とは先ほどお話しした量・構成が厳しく、大きくマイナスになるということです。それ以外は、何

とかその他でカバーする形で、値上げも各地域、日本を中心に今、対応しておりまして、それであ

る程度打ち返せるだろうという内容のものを今回、ちょうど欄の下に書いてますけども、プラスで

折り込ませていただいています。 

それ以外の経費も基本的には見直して入れておりますけども、決してやることを下げて見直せと

は、最後は言っておりませんので、年初で当然ながら、時期が進む段階でやるやらないの判断が出

ますので、全般的にはちょっと下めにはなると思いますけど、基本的には下期にあるものを今、積

み上げて対応しておりますので、予算を組んでいるということでご理解いただければと思います。 

来期に向けてのところでちょっと私が補足するとしたら、7 ページを見せていただければと思うん

ですけども、ここでありますとおり、前回から比べて 160 億下げざるを得ないというところで、

大きな要因は上に書いてあります量と、当然、価格が今、一部、原材料価格の高騰を踏まえて上げ

ておりますので、それが 27 年度には面積としてこれから効いてくるだろうと思っております。 

さっきちょっとお話がありましたとおり、SYNCHRO WEATHER が大きく今、好調で増販してお

りまして、これを本格的に欧州もアメリカも入れていきますので、それを追加すること。あとは、

量が減ったところは市況の影響もあるので戻ってくるということであれば、ここからある程度、今

の値上げと量の戻しがあれば、何とかもともとの 1,120 ぐらいはいけるんじゃないか。そこからあ

と 300 ぐらいどうできるんだというところは、それ以降の 27 年に向けての積み上げと、あとは

ARK でも 70 億、この 27 年には積み上げられることがもう決まっておりますので、そのプラスで

すとか、あとは増量効果もあって、決して 1,400 は現時点では達成の可能性があるんじゃないかな



 
 

 
 

と思っておりますので、それに向けて足元、この 26 年下期、27 年の目標に対応していきたいと思

っております。 

坂牧 [M]：ありがとうございます。 

井上 [M]：坂牧様、ありがとうございました。続きまして、オンラインでご参加の SMBC 日興証

券の牧様、お願いいたします。 

牧 [Q]：お世話になっております。SMBC 日興証券の牧です。お願いいたします。私からも 2 点あ

りまして、1 問目が、決算説明会の資料の 10 ページの欧州の DUNLOP の販売動向についてで

す。この上期は苦戦と書いてあって、1 クォーターは 3 月に向けて確か良くなって、販売が進んで

いたという理解ですけれど、このチャートを見ると、2 クォーターは少し落ち込んでいるようにも

見えますので、1 クォーターにご説明いただいた、しっかり販売が立ち上がってきているというト

レンドが変わっていないのかどうなのかというところを確認させていただけますでしょうか。 

國安 [M]：ご質問ありがとうございます。本件は津崎より回答します。 

津崎 [A]：ご質問ありがとうございます。1 クォーターは当社の物流のオペレーションが混乱し

て、当初、出だしが苦戦して、そこから 3 月挽回という状況でございました。4-6 月はちょっと課

題が見えてきました。どういうことかと言いますと、想定以上に流通在庫の水準が高かったこと

と、中国品の AD 関税の影響で在庫が増えているということで、かなり欧州全体での流通在庫、ま

た欧州全体での市況、特に我々の強いドイツでの市況といった環境がございました。 

加えまして、昨年の年末に、DUNLOP ブランドのやや押し込みがございまして、一部のユーザー

さんで価格が少し下がったというところで、そちらの価格への一部対応が必要な状況にございまし

て、そのあたりを含めて 4-6 はマイナスとなりました。 

今後に向けましては、冬タイヤの商売が始まりますので、まずウインターですね、これはオフテイ

クの商品の中でも非常に我々が強いところでございますので、ここをしっかりと販売していく。 

2 点目が、取引件数の拡大は順調に進んでおりますので、ここの販路の拡大、それからお客様との

信頼関係は継続して取り組んでいく。また昨年は、いわゆる入札ビジネスに対しては我々は参画で

きませんでしたので、こういった商売がプラスに持っていけるといったようなところも含めまし

て、オフテイクのビジネスについても安定させていきたいと考えています。 

また、DUNLOP の新商品の BLUE RESPONSE TG につきましては、引き続き好評をいただきまし

て、価格についても前回ご説明させていただいたとおり、GOODYEAR 社の DUNLOP の価格から

15%プラスという形での販売を継続しております。以上でございます。 



 
 

 
 

牧 [Q]：そうすると、中国品に対する、輸入品に対する関税上昇みたいなのが確か 7 月ぐらいから

あったかと思いますけれど、その前の駆け込み需要みたいなものが悪さをしていて、それがこの見

通しだと 3 クォーターには取れるので、トレンドとしては正常化していきますというような考え方

でよろしいでしょうか。 

津崎 [A]：そうですね。3 クォーターも若干かかるかなというところではございますが、取引件数

の拡大と、ウインタータイヤの増販で、こちらをカバーしてまいりたいと考えています。 

牧 [Q]：わかりました。ありがとうございます。2 点目が、社長のプレゼンの資料で中計のアップ

デートをいただきまして、大変、進捗状況はわかったんですけれど、例えば 5 ページのタイヤ事業

の戦略で、マージンを 15%まで上げていくというところですけれど、今回、長期計画として売上

をどうしていくかみたいなところは、まだ定まっていなかったようなところかと思います。 

本来、今日はそういった話もあるのかなとちょっと期待していたんですけれど、例えば DUNLOP

がある程度見えてくれば、以前 DUNLOP 説明会みたいなところでご説明いただいたような、かな

りアグレッシブに数量を伸ばしていくことができるのかどうか。そこの売上に関する 30 年に向け

た見方が今どうご覧になっているか、定性的でも結構なので教えてください。 

あと、結局オフテイク品をどうしていくかというのも、もう一つの課題だったと思います。

DUNLOP の販売を軌道に乗せていけば、ある程度前倒しで、自社生産でやっていくという判断も

あるのかなと思いますので、そのあたりの考え方もどのように考えていらっしゃるか教えてくださ

い。売上と利益です。お願いいたします。 

國安 [A]：ご質問ありがとうございます。まず、R.I.S.E.の進捗の 16 ページですね。具体的な数値

は、いろいろ我々の中で検討しているのですが、まずプレミアム商品をどう伸ばしていくかという

ところをお示しさせていただきました。やはり一番は、欧州のオールシーズンタイヤを 4.5 倍にす

るということで、なかなか数字は言えないんですけれども、利益貢献として 2030 年に、目線とし

てですけれども、15%というのはお伝えしておりますので、その数字を目指してやっていきたいと

考えております。 

あと、やはり利益率の高いタイヤとしましては、北米の SUV ピックアップでありますので、これ

はもともとマスが非常に大きい WILDPEAK は好評いただいております。これを 1.4 倍にするとい

うのは、我々の生産能力の増強も含めて計画しておりまして、今、COMPACTIVE-TBM、あるい

は SUN-TITAN SYSTEM でこの 1.4 倍は到達できる数字になっております。利益と具体的な販売

収益はお示しできないのですが、この計画を着実に進めていく準備はできていることをご理解いた

だければと思います。 



 
 

 
 

牧 [Q]：オフテイク品はいかがでしょうか。 

國安 [A]：こちらは 5 年間供給をいただくという計画で、そちらをしっかり販売していくことを進

めております。ただし、こちらのプレミアム商品が増えていきますと、販売のキャパもありますの

で、その辺については、欧州だけじゃなく他地域も含めて販売をしていく。あるいは、販売自体を

どうするかは、2 年後等に検討して判断していくことになるかなと認識をしております。以上、ご

回答いたしました。 

牧 [Q]：わかりました。一応計画どおりというか、2, 3 年待って、そこで判断をされるようなタイ

ムラインですか。 

國安 [A]：そういう認識でおります。 

牧 [M]：わかりました。どうもありがとうございます。以上です。 

井上 [M]：牧様、ありがとうございました。続きまして、最前列の方、お願いいたします。 

坂口 [Q]：みずほ証券の坂口と申します、いつもお世話になっております。2 点お願いいたしま

す。1 点目は、日本国内の SYNCHRO WEATHER の販売動向で、好調ということで、第 1 クォー

ターに続いて 2 クォーターもしっかりで、売上利益を計画対比で上振れということで非常に順調だ

と思います。資料を拝見しますと、3 クォーター、4 クォーターも前年に対してかなり大きく販売

を伸ばす見通しで、これに対する手応えですね。昨年、一昨年からも、冬に向けてはかなり認知が

あって、販売としてはしっかりだったというなかでより伸ばすということですので、この 1 クォー

ター2 クォーターの実績を踏まえた上でこの下期の手応えを伺いたいのと。この 100 万本を達成さ

れた時に来年以降、どういうカーブで伸びていくお見通しをお持ちなのかもお聞かせください。 

國安 [M]：ご質問ありがとうございます。こちらは津崎より回答いたします。 

津崎 [A]：ご質問ありがとうございます。SYNCHRO WEATHER につきましては、おかげさまで大

変好調に販売できております。上期の一番の課題は、夏タイヤとして売れるかというところだった

んですけれども、こちらは快適性、静粛性を含めまして、あらためて夏タイヤとしての認知が大き

く広がった結果、5 倍という形で販売することができました。 

おかげさまで取引件数も順調に増えておりまして、口コミ効果も含めまして好調に拡大しておりま

す。そこのベースを軸に、さらにいろいろ業種別に仕掛けもしていっておりますので、今度は第 4

クォーター、氷上も走れるオールシーズンタイヤというところでさらに伸ばしていける手応えを持

っております。 



 
 

 
 

また、来年度以降につきましてもさらに 100 万本以上を販売していくという成長曲線は、オール

シーズンタイヤの市場は日本はまだ小さいので、市場を作っていくということで、いろんな手を来

年、その先と考えていますので、十分プラスを狙っていけるかなと考えています。 

SYNCHRO WEATHER の成功のポイントは四つあると思っていまして、一つは商品のコンセプト

です。二刀流でできているということで、氷上も走れるオールシーズンタイヤ、あるいは夏タイヤ

としての性能も大丈夫だというところをしっかりお伝えすることができているところと、それをし

っかりとした商品に落とし込むことができている。二つ目は、これを商品に落とし込むことができ

た、アクティブトレッド技術です。 

3 点目がチャネル政策です。販売店様に向けて認証店制度という形で、認定制度ということで、お

客様にその価値をしっかりお伝えしながら、業種別に業種に合った施策をしっかりとっているとい

うところで、カーディーラーさん、カーショップさん、時間もないのでなかなか詳しいところはお

伝えできませんが、非常にきめ細やかな営業政策をとっています。 

4 点目がマーケティングで、大谷選手含めたインパクト、口コミ効果ということで、エンドユーザ

ーさんまでしっかりとマーケティングができる。こういったポイントでお客様にご支持をいただい

てると分析します。このノウハウを来年度、満を持して日本から欧米に広げていきたいという意気

込みでございます。以上でございます。 

坂口 [Q]：ありがとうございます。市場を開拓するということはずっとおっしゃっているなかで、

それに対する手応えが出ていると理解しました。2 点目は、今回の生産のご計画の変動の内容と、

あとこれが販売面にどう影響を与えていって、来期にどうつながるかというところをひもときたく

てお伺いしたいです。スライド決算側の 37 ページで、生産の見通しを引き下げるなかで、In-

House New Factory の進展等によりということで、早めに立ち上がるということで従来ラインの

生産を止めることによる減産という理解をしたんですけれども、これによって今期の販売が落ちる

影響が出ているのか。需要が弱くて生産を落としているのではなくて、新しいものを戦略的に前倒

しで入れることによって生産が落ちて、それが販売に影響していることがあるのかないのか。 

だとすると、前倒しで新しいものが出てくるので、ミックスという観点で言うと、今期後半、年末

ぐらいから来年にかけて、かなりしっかり改善ということも言えるんじゃないかと思うので、生産

の減少と販売に与える影響がどうリンクしているのかをご解説ください。以上です。 

國安 [M]：ありがとうございます。この件については荒木より回答をいたします。 

荒木 [A]：ご質問ありがとうございます。日野からご説明差し上げたとおり、In-House New 

Factory のコンセプトに基づいて、計画的に生産能力を落としているということなんですけれど



 
 

 
 

も、落としている部分については我々が注力しているところではない、低インチの従来の古い設備

を高インチ化するという方向ですので、今、注力している販売の高インチサイズに対して、能力が

落ちているから売れないということではないので、販売面に対する影響はないと考えていただいた

らいいかと思います。 

この In-House New Factory 自体も、タイの工場で生産が立ち上がるのが今年の年末と来年、国内

工場については 2028 年にかかる部分もございますけれども、順次能力が増えていくということ

が、来年以降、能力増強という形で能力拡大が反映していきますので、その頃には、作りたいタイ

ヤが作れるようになったので増販にも寄与していくことになるかと思います。よろしいでしょう

か。 

坂口 [Q]：わかりました。ミックス効果という面で言うと、少し御社がご想定されていたよりも速

いペースで効いていくという認識の仕方でよろしいですか。 

荒木 [A]：タイの SUN-TITAN SYSTEM につきましても、一番最初は 2027 年の年始って言ってい

たものが 26 年の年末になって、これがまた 1 カ月前倒しということで、現場も精いっぱいの努力

をしていますので、計画している年数に対して少しでも前倒しできれば、ミックス改善に直に効い

てくることになるかと思います。 

坂口 [M]：わかりました。どうもありがとうございます。 

井上 [M]：坂口様、ありがとうございました。続きまして、オンラインでご参加のシティグループ

証券の吉田様、お願いいたします。 

吉田 [Q]：ありがとうございます。シティグループの吉田です。1 点目が先ほどの来期の考え方

で、ビジネスプロフィット 1,400 の可能性は十分にあるという言い方をされていたんですかね。あ

れは 1.4 兆円ぐらいで 10%ぐらいだと 1,400 ということだと思うんですけども、それですと今期に

対して 440 億とかですか、それぐらい利益が拡大するような話ですので、もう少し中身を伺えれ

ばと思います。 

ARK で 70 億円積み増せるとおっしゃっていたのは、もともと ARK で 170 億円ぐらい YoY の効果

を見ていたと思うんですけど、それに対して 240 億円ぐらい積み増す、もしくは ARK の効果が

370 億円とか、それぐらいまで積み上がっているということなのか。 

あとは費用面ですよね。今期、結構 DUNLOP の立ち上がりでいろんなコストが増えていくとか、

インフレーションでコストが増えるとかあると思いますので、このあたりの、例えばインフレーシ



 
 

 
 

ョンはしょうがないにしても、意図的に使っていく DUNLOP のコストはどんどん増えていくので

はなく、ある程度、天井になってくるのか。 

あとはミックスも、新たにアクティブトレッドを入れていくのは 27 年の途中だと思いますので、

27 年に本当にそんなにフルに寄与するのかなとも思いますので、この 440 億円増えるというとこ

ろをもう少し踏み込んでご説明いただければと思います。 

國安 [M]：ありがとうございます。ここは責任を取って日野から説明いたします。 

日野 [A]：すいません、まず ARK は計画がもともと、ページでいいますと 12 ページですかね、

170 までいけばということで 100 から 170、前倒ししている部分がちょっとありますけども、ここ

で 70 ぐらいがいけるだろうということでちょっとお話をさせていただいたということでございま

す。それ以外は、足元の状況は厳しいなかですけども、先ほどお話したとおり、値上げのずれを取

り返して、量が増えればそこも一つのラインとしていけるのではないかということで、個人的な感

想でございますので、そういうことでご理解いただければと思います。以上でございます。 

國安 [A]：あと、費用につきましては DUNLOP の販売ということで、今、0 から去年、今年と準

備しておりますので、その点については、DUNLOP の販売に関するコストというのは、基本的に

今年で大きな投資はなくなるとご理解いただければと思います。ただ、我々は新商品を来年から販

売していきますので、それに必要な DUNLOP の投資は進めていきますが、一気に量が増える段階

においてのコストアップは、今後はないとご理解いただければなと思います。 

数字につきましては、ぽろっと出ましたけれども、我々、そういう見込みはできるのではないかと

いうことでいろいろと検討は進めておりますので、まだ確定した数字ではありません。10%は頑張

るということで、こちらは目標としたいと思います。以上です。 

津崎 [A]：そうですね。実際、商品の面、あるいは販路の面、コストの面、いろんな施策の面で、

私としては 500 億以上を積み上げる施策を今、練っています。その実現性をできるだけ高めてい

く今、検討フェーズでございますので、先ほど日野が先走って言っていたところと連動しているお

話でございまして、その確度をどう上げていくか、早く準備しながら、できるだけ利益を積み上げ

ていく努力は継続して行ってまいります。以上補足でした。 

吉田 [Q]：ありがとうございます。2 点目ですけど、北米の足元の確認で、6 月に市況がプラスに

転換して在庫調整も緩和されてきたとおっしゃっていたと思うんですけれども、少しこの 6 月とか

7 月の速報ベースとかで、状況としては良くなってきているという理解ですか。6 月ぐらいから

Tier1 さんが値上げをやられて、御社も 8 月からということなので、少し雰囲気が、中東情勢とか



 
 

 
 

も終わってはいないですけれども、少し落ち着いてきて、何か変化が出てるのかなという質問で

す。 

國安 [M]：では津崎から回答させていただきます。 

津崎 [A]：ご質問ありがとうございます。在庫の適正化は一歩一歩進んでおります。ただ、まだ中

東情勢も予断を許さない状況でございますので、状況については注視していきたいと考えていま

す。我々としては、値上げをできる環境だと考えていまして、8 月からの値上げという形で踏み切

りました。以上です。 

吉田 [M]：ありがとうございます。 

井上 [M]：吉田様、ありがとうございました。続きまして真ん中の方、お願いいたします。 

大橋 [Q]：いつも大変お世話になっております。大和証券のオオハシと申します。よろしくお願い

します。私からも 2 点お願いします。下期にかけての値上げというところで、実態として増加する

コストよりも値上げ幅は小さいかと思います。この値上げ、日本と欧州、北米、地域ごとに分けた

時にどういう価格戦略をとっていくのかを教えてください。 

併せて、競合他社様の値上げ幅との比較みたいなものを、御社としてはどのあたりを狙っていきた

いのかを教えてください。やや数量を優先するような感覚も受けましたので、値上げの地域別の方

向感も教えてください。 

國安 [A]：ありがとうございます。値上げにつきましては、各地域の市況を見ながらそれぞれで判

断しております。欧州については、多分そういう感覚を持たれたのかなと思うのですが、こちらは

価格も非常にブランドとして大事ですし、オフテイクという点でも本数も大事ということで、非常

にマネジメントが難しいところですが、各国でどうするかというのを含めながら個別に対応してい

る状況であります。津崎から補足があればお願いします。 

津崎 [A]：ありがとうございます。基本的には國安から申し上げたとおりです。基本的には、今回

の下期からの価格高騰については値上げを、価格転嫁をせざるを得ない状況だと認識しています。

そういう意味で、商品とかカテゴリによってでこぼこはございますが、基本的には全てのエリアで

の価格改定とさせていただいています。一つ例外は中東エリアです。こちらについては状況を見極

めながらという形になります。 

大橋 [Q]：センシティブなところをありがとうございました。2 点目は細かなところを二つほどお

願いします。今回、計画を見直されているなかで、増減のうちの数量・構成のところ、構成につい

ては悪化みたいなコメントもいただいたかと思うんですけども、1 クォーターでの見直しからさら



 
 

 
 

に悪化方向で見込まれているのでしょうか。新商品のあたりも立ち上げがあると思いますし、むし

ろ構成としては良化する方向なのかなと思っていました。これは販売に引きずられる部分なのか。

ここの構成の考え方を教えてください。 

あと R.I.S.E.の進捗方向でいただいたセンシングコアです。ここをビジネスの規模として今、どん

な進捗にあるのか。売上の規模感だったり、利益の水準、今後の方向感を含めてアップデートいた

だければと思います。 

國安 [A]：ありがとうございます。まず決算の 7 ページ目を出していただきたいんですけれども、

ここで言う量・構成の欧・米・豪の減少に対する悪化のことかなと理解しております。こちらは新

商品を出すというところで、良化の部分ではあるんですけれども、先ほど言いましたヨーロッパの

話でありますとか、その辺の構成が少し、値段が上げ切れないところがあるというのは正直言いま

してあります。下げないですけど上げ切れないところもありますので、その点が量・構成の悪化に

影響していると考えていただければと思います。なるべくこの部分はうまくマネジメントしながら

圧縮していくつもりですけれども、リスクも踏まえてこの数字で予算化しております。センシング

コアにつきましては日野から回答します。 

日野 [A]：こちらはまず 18 ページで、センシングコアの市場規模と拡大という形で、我々の技術

を具体的に各市場で広めていこうということで今、対応しています。ようやく足元で、こういう形

でそれぞれモータースポーツでも実施をして、実例が出てきておりますし、こういった安全性を重

視するようなバス等にも機能を認めていただいて、今、ようやく入るという形になっていまして、

まさにここから横展開していって売上規模を拡大していこうとしております。 

目標については、それぞれある程度の数字を今、積み上げておりますけども、今の対応を見極めな

がら、最終的にまたそこはきちっと事業計画に織り込んでいきたいと思っております。 

大橋 [M]：ありがとうございます。私からは以上です。 

井上 [M]：大橋様、ありがとうございました。ちょうど時間もまいりましたので、以上をもちまし

て決算説明会を終了させていただきます。本日はお忙しいところご参加いただきまして、ありがと

うございました。 

國安 [M]：ありがとうございました。 

［了］ 

______________ 

脚注 



 
 

 
 

1. 音声が不明瞭な箇所に付いては[音声不明瞭]と記載 

2. 会話は[Q]は質問、[A]は回答、[M]はそのどちらでもない場合を示す 
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